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1． はじめに 

 有明海に流れ込む河川では高度経済成長期以降，

水事業として砂利採取やダム建設が相次ぎ，アサリ

が生育する上で必要な砂の流入量が減少し，有明海

はヘドロ化した泥混じりの干潟が増加したと言われ

ている 1）．加えて，近年多発している豪雨により河

川から一度に大量の泥が流れ込んだことも影響を与

えていると言われており，特に 2012 年・2017 年 7
月の九州北部豪雨では大量の淡水と泥が川から流れ

込み，福岡県でもアサリの生息密度が高い矢部川河

口の沖合 2～3km に 10cm 以上の泥が堆積したと報

告されている 2）．アサリの漁獲量は有明海を囲む 4
県で 1985 年において約 90,000ｔあったが 2012 年

の時点では 1,556ｔにまで減少しており 3），タイラ

ギ漁は福岡県と佐賀県で 6 期連続の休漁となった 4)．

有明海のアサリの激減は有明海の環境問題の 1 つと

して社会的問題となっている 5）．対策として，別の

場所から採取した海砂を海底にまく覆砂事業がある

が，莫大なコストがかかる上，砂の量にも限りがあ

るため永続的に実施することは難しいと考えられる．

また，底泥を除去する浚渫事業もあるが，こちらも

コストが莫大になってしまうことに加え，作業によ

り巻き上がった底泥によって濁水を生じさせる可能

性がある．そこで，本研究では，覆砂・浚渫事業よ

りもコストパフォーマンスに優れ，材料を安価に入

手でき，微生物の分解反応を促進する効果が期待さ

れている 5）「フルボ酸鉄シリカ資材」の投入による

ヘドロ浄化効果について検証することにした． 
2． フルボ酸鉄シリカ資材 

 今回使用したフルボ酸鉄シリカ資材については，
参考文献 6)および 7)を参照していただきたい．有明
海に面している福岡県柳川市橋本町沿岸干潟での実
証実験は2013年から2014年にかけて行われており，
調査地点における地盤高の低下，底泥の含水比・強
熱減量・泥分率の減少が見られた 7）． 
3． 実験方法および調査地点 
 フルボ酸鉄シリカ資材による底泥への影響を明ら
かにするために現地実験を行った．使用した資材(1
袋 15 ㎏)はフルボ酸鉄浄化資材 7.5 ㎏，海砂 7.5kg
を生分解性袋（ユニチカ製）に入れたものである．
実験項目は (1)RTK-GPS測量機（TrimbleR4 73004-
00）を用いた干潟の地盤高の測量を，資材を設置し
た第 1～4施工区の 209地点とその周辺，対照区の 5
地点とその周辺で行った．2)底泥をアクリル製のコ
アサンプラー(φ50 ㎜，深さ 200㎜)を用いて採取・
保存した．コアサンプラーに採取した底泥は，表面
から 2.5cm までを表層土とし，2.5 cm～5cm に切り
分けて実験に使用した．採取した底泥を用いて，含
水比試験(JIS  A1203)，強熱減量試験(IL)(JIS 
A1226)，泥分率(粒径 75μm 未満の粒子の質量構成
率)を求めた． 

4． 現地実験と調査手法 
実験対象地は熊本県長洲町北部漁協に隣接する有

明海沿岸干潟である．元々ヘドロが堆積していた干
潟の 3箇所に区画を設け，第 1施工区 (図-1)，第 2
施工区に 50 袋の資材を設置(図-3)，対照区(20m×
20m区画)には木杭と砂袋を設置（砂袋に関しては同
じ袋に砂のみを入れて 2017 年 7 月より設置）した．
施工日は，第 1施工区と対照区が 2015年 7月 14日，
第 2 施工区が 2015 年 12 月 23 日であり，資材は干
潟に打ち込んだ木杭支柱に括り付け，干潟の上に置
いた．調査は採泥地点（❶～⓴）でサンプルを採取
し，地盤高観測は RTK－GPS 測量を行った． 

図-1 第 1施工区 

図-2 対照区 

図-3 第 2施工区 

図‐4 第 1施工区と対照区での干潟の変遷 
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5． 結果および考察 

 図-4 は，第 1施工区と対照区の資材投入開始直後

からの干潟の変遷を表している．この図から，資材

投入後，対照区と比較して干潟の状況が大きく変化

していることが分かる．図-5，図-6，図-7に採泥し

たサンプル表層土の分析結果を示している．これら

の図より，表層土の泥分率・強熱減量・含水比の分

析結果を比較すると，表層土の強熱減量（図-6）と

含水比（図-7）からは，図-4 に見られるような干潟

の浄化過程を確認することができないことが分かっ

た．その一方で，図-5 から，第 1 施工区に 2015 年

7 月に 53 袋（5m 千鳥格子状）を投入した後，1 年

間は泥分率が概ね 20％以下で保たれ，その 1 年後

2016 年 7 月に当初の半分（26 袋を千鳥格子上の真

ん中）施工した後，徐々に泥分率が高くなり始めて

いる傾向にあるが，泥分率平均値で 30％以下の状況

には 2017 年 5 月までは保たれていることが確認さ

れた．これに対して対照区では周辺の潮の流れに伴

って泥分率の値が上下動していることが分かる．特

に 2016 年 9 月以降は表層土の泥分率が急激に上昇

していることが確認された．第 1 施工区では 2016
年 9 月から 17 年 2 月にかけても泥分率が 30％以下

に保たれていることから，2016 年 7 月に資材を半

分追加した効果が持続していると考えられる．また，

2015 年 12 月に 50 袋を投入した第 2 施工区では，

資材投入後 6 か月程度は泥分率が 20％以下のアサ

リが生息しやすい状況が保たれていたが，投入後 6
か月以降，表層土の泥分率が 30％近くの値を示して

おり，資材の効果が薄れている様子が確認された． 
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図-6 各施工区と対照区の強熱減量の経時変化 
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図-7 各施工区と対照区の含水比の経時変化 
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図-5 各施工区と対照区の泥分率の経時変化 
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